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3教 育 長 天 野 利 武 論
一 戦後教育改革 と一教育長の足跡
連合国軍による対 日占領の初期段階において,教育管理政策の実施上,:地方レベルの接点
部分を形成す る地方軍政部 と日本側地方教育当局 との関係が重要な意味をもち,こ とに都道
府県軍政部教育担当官と当該府県教育主管者との対応が教育諸施策の具体化を事実上左右す
る現象が顕著に認め られる。 これは,基 本的には,対 日占領政策の実施機関としての使命を
おびていたSCAP.GHQ(連合国軍総司令部)が 実際には,往 々FEC(極 東委員会)や
SWNCC(米国,国務 ・陸 ・海軍三省調整委員会)が 担当すべ き政策決定の一部を代行して
いたのと同様に,地方軍政部 も,単なる監視機能に止 らずSCAP.GHQに代って実質的な
政策決定に係 る機能を行使できる立場におかれていナこ事情に由来する。 しか し,間 もな く,
占領機構の再編により地方軍政組織は廃止され,政策決定の権限の中央への集中が図 られ,
そのまま,占領終結以後の時代へ と接続 していく。したがって,短期間の,過 渡的な現象に
す ぎなかったとはいえ,当該時期にあける地方 レベルの諸実践に関する分析は,単に,占領
政策の多角的な考察に有意であるに止 らず,日 米の,多数の当事者が自ら政策決定に参画 し
その血と汗による試行錯誤 と相克の中か ら,それぞれの成果を生み出して行 った逼程をさぐ
る上で,き わめて重要である。その多種多様な経験と実績は,直 後における変容の経過とと
もに,今 日および将来の教育課題を解決す る上での貴重な遺産 として継承され,有効な活用
が期 されなければならない。
本稿は,こ の趣旨に基 き,都道府県軍政部('49年7月よ り民事部)が,組 織として存在機
能した時期(1946年7月～1949年10月)を中心とし,地方レベルの教育諸政策の実施過程に
おける軍政部 との関係を,学務課長,教 育部長,教 育長の経歴をもつ一教育行政官の対応を
通じて考案することを試みたものである。なお,全 国的推移における位置づけを明らかにす
る上での記述の不備を補な うため,図表に格段の配慮を加え掲出す ることとした。




4年創設,法 文学部 ・医学部の二学部で構成)を 離れることを余儀な くされ,帰 還後,立 命館
大学に教育研究活動の継承の場を得('46年4月5日就任),軌道にのった ばか りの 事情の下
で,当初,教 育行政官への転進への決意がつきかねたの も道理であった。しかし,一方にお
いて,日 本と日本人が立ちなおる道は教育の改革,学 術の振興をおいて外にない,と の信念
と,場合によっては自ら渦申に身を投じる決意は,相 当早 くか ら醸成 されていた。それは,
当時,文 部大臣を経て教育刷新委員会委員長 として,教育刷新計画 の立案に当っていた安倍
能成氏(元,京 城帝大教授,第 一高等学校校長)と の接触を通じてであった。一高時代の恩
師であり,京城帝大時代の同僚で もあった安倍氏 と天野氏との親交は,天野氏の帰国後密接
の度を回復していアこが,中 央における安倍氏の存在 と活動が,結局,天 野氏をして,全 く未
知の,地 方教育行政への参画 を促す決定的な影響を与 えたといえる1)。
もちろん,教育行政上の基盤の大 きな転換が,こ の背景にあったことは言を侯たない。す
なわち,も ともと都道府県庁における内務部,内 政部の一課としての学務課長のポス トは内
務官僚によって独占され,他 のより広範な権限を有す る官職に昇進するまでの腰かけ的存在
でしかなかった。然 るに,地 方自治の一環として,教 育事務の地方委譲の方針に基 く地方教
育行政機構 ・権限の拡大および一般行政か らの独立性を維持す るための組織改編(学 務課か
ら教育民生部,教 育部をへて教育委員会)が 図られ るとともに,そ の総括責任者としての学
務課長,教 育部長,教 育長に教育関係者を以て充てる慣行が次第に確立されつつあった。こ
の傾向は,米 国教育使節団報告書('46年3月)中に 提示 された 教育行政官の基礎資格要件
(「教育の領域内で訓練 と経験を得た者」「専門的に資格のある教育者」)に係る基本方針と,
それに即してGHQ,各 府県軍政部が 日本側へ強力な指導を展開したことによって具体化が
促進 された。京都府当局への軍政部(第 一軍団軍政部のちに京都軍政部)の 働 きかけは積極
的で,単 に教育関係者の登用に止 らず,そ れが教育行政の自律性を維持する上で有効に機能
せしめることに指導の重点がおかれていた。軍政部教育担当官は,折 に ふれて,「知事と対
等に交渉し得 る権威 と力を備えた人物でなければならない」 と助言 し,その選考の推移を見
まもった2)(次頁写真参照)。 このような軍政部の 指導 ・助言に加えて他面において公選時
代('47年2月,第1回公選知事選挙)の 知事自身が,地 域住民に対 しては教育に取 り組む熱
意を披撚し,同時に,有権者である父母に大 きな影響力をもつ教職員に対しては,県 政を共















る形で,将 来の教育長候補として学務課長,教 育部長等の人選を行っていアこか ら,そのまま,
教育長に任用する措置が とられ,対 応がおくれていた府県で も,同法施行(9月1日)の 時
点で,ほ ぼ,当 該基礎資格を満たし得,あ るいは見込の者を充てる手続を完了した(表1参
照)。
教育長免許状には,前 記基礎資格の程度に加えて,教 育長の職務遂行に 必要な専門科 目
(教育行政学,教 育関係法規,教 育財政等)に ついて大学における履習状況により,一級 ・
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となったが,こ の1948(昭和23)年とい う年は,天野氏にとって,単 に職位上の変化に止 らず,
京都府の戦後教育史上未曽有の変革が もアこらされ,在 任中最 も多忙かつ波乱に富んだ一年 と
なっナこ5)。
この年における第一の懸案は,六 ・三制新学制,と くに新たに義務教育 として発足したば
か りの新制中学校を,いかに軌道に乗せしめるかにあった。小学校 ・新制高等学校 と異 り,
前身に相当する基盤をもち得なかった新制中学校は,施設設備が決定的に不足し,た とえ,
初年度('47年)は,既設諸学校の間借 りで急場をしのぎ得ても,義務制の学年進行に伴い,
所要対策を緊急に講じなければならない事態が さし迫っていアこ。然 るに,校 舎新増築のため
に,国 ・地方の財政支出に多 くを期待することはで きなかった。六 ・三制の既定方針通 りの
実施('47年度か ら)を強 く主張する交部省 ・CIEと,疲 弊した財政事情を根拠に消極的対
応をとる大蔵省 ・ESSが鋭 く対立し,結 局,極 力財政負担を来さない方法で実施す るとの
了解の下に妥協が成立 した事情があった6)からである。文部省は,こ の趣旨に即して独立校
舎確保の方法 として,遊休施設の活用の外,一定地域内の諸学校(国 民学校,青 年学校,中
等学校)を 統廃合して新制中学校への転用を図ることを推奨した(文 部省学校教育局 「新学
制実施準備の案内」'47年2月27日発学63)。しかしながら,実際に既存の 学校を廃止して他
に転用することは住民感情か ら難かしく,設置主体の異なる府県立学校を市町村立の新制中





たが,結 局,前 記の六 ・三制実施をめ ぐる了解事項を楯に大蔵省は難色を示し,それを十分
の一に削減して認めたにす ぎなか った。 ここに,限 られだ予算の枠内で校舎新築の実効をあ
げる趣旨か ら,統合申学校;組 合立中学校の設置がにわかに具体性をおびて提起 されるよう
になった。すなわち,文部省は,独 立校舎建築のだめの国庫補助を行なうにあたって,と く
に組合立中学校に優i先的な経費支出を公約 し(:文部省施設局長通牒発学340,'47。8.6,10.ユ4
再発),その奨励方針を 公式に示した。 か くして,新 制中学校の独立校舎確保の方法をめ ぐ
る基本方針は,地域内諸学校の統廃合による転用方式 と,数町村による組合立中学校新築方
式が示 きれ,地 域の実情に即して取捨選択ないし併用により実現が期 されナこ。
当時の教育管理が,地 方に配置 きれた軍政組織による監視 ・指導体制を背景に,連合国軍
による間接的な形態を以て行なわれていた ことは周知の通りである。GHQの 指導の下で政
府 ・文部省によって立案 され発せ られたすべての教育関係行政命令は,口本側行政組織を通
じて:地方教育当局に伝達 され ると同時に,総 司令官に直属する第八軍傘下の地方軍政組織の
末端へ も英文に翻訳 された同一内容の文書が送達され,日 本側行政機関による履行を監視し,
必要に応じて直接助言 ・指導を行な うことによって,占 領教育政策の徹底が期 されていナこ7)。
したがって,地方軍政部の組織 ・スタッフの整備如何が政策の浸透に密接な関係を有してい
たことは言 うまで もない。 ところが,早 期戦争終結による軍政委員の養成の準備不足および
軍政部隊配置の:不均衡か ら,軍政組織,機 構の全般的整備不全は免れ得ず,ス タッフの地域
格差は如何 ともしがたか った。就中,連 合国軍による日本占領が,当 初,第 六軍(西 日:本),
第八軍(東 日本)で 折半分担 して行なわれ,や がて第六軍所属部隊が,一足早 く任務を終え
撤退しだ際(以 後第八軍が全国を掌握 し第一軍団第九軍団を配置して西 ・東両地区を統括),
その補充要員 として多数の,米 本土で養成された軍政要員が西 日本地域を中心に任命された
ことは,そ の後の教育諸施策の展開に少なか らぬ影響をもたらす ことになった。
第一軍団軍政部(京 都)は,西 日本地域の軍政組織(近 畿,東 海北陸,九 州,中 ・四国)
の申枢であった。その民間教育部門の総括責任者 として,前 記交代期に米本土か ら送 り込ま
え.たアンダーソン(R.S.Anderson)は,旧制第四高等学校(金 沢)で教鞭をとっアご経歴を
もち,日本占領の形態が直接統治 とされだ際には,教育関係の重要な地位に就 くことを予定
されていた人物であった。軍出身の,は えぬ きの軍政要員が とか く保身術に秀で,日本側 と
の トラブルを回避し,ひ たす ら安逸に任期を全 うし帰国を待つ姿勢を保つ傾向があっだのに
対し,民 間人出身の軍政要員の中には,単 に上部機構か らの指令を伝達 ・監視す るに止 らず,
その趣旨に即してよ り積極的な施策の展開を期し,そ の効果的な普及,浸 透を通じて日本の
自立 ・復興に寄与しようとす る使命観 と意気ごみに もえる者 も少なくなかっだ。第一軍団軍
政部民間教育課には,課 長のアンダーソンを中心に,そ のような気概をもつ者がスタッフを
10
構成し,管下,各 府県軍政部教育担当官 と密接な連携 ・協力関係を維持していた。軍政組織


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































務教育の優先的整備の観点か ら,折りか ら新制高校 としで48年度新発足に備えて準備申の旧






当時,京 都府教育部学務課長として軍政部側 との実務的な折衝に 当っ把 天野氏は,「義務
教育優先」 を大義名分とする軍政部およびそれを後だて とする市町村当局 と,転用=廃 校に
強 く抵抗す る高校側 との間に立ち苦:境に陥った。新制申学校の劣悪な学習条件を改善するた
めに府立高校が当面余裕のある校舎教室を融通して協力すべ きことは当然として も,長期的
視野に立ち,近 い将来確実に訪れる高等学校教育に対する需要増見込('50年4月か ら新制中
学校卒業生の受け入れ開始)を も,当事者として当然,併 せて配慮してお く必要があった。
天野課長のねばり強い説得が効を奏 し,市部の府立高校校舎の転用(4校)に ついては,期
限付貸与('49年度末まで)で あることが,確 認 ・明示されナこ10)。
京都における旧制中等学校(新 制高等学校)転 用の成果をふまえて,ア ンダーソン課長は,





















































































































































































































































































































































小 学 校 か ら

































































































































































































かった。小学校校舎の転用が望み得ない実情をふまえて,独 立校舎を確保す るには,新 築以
外に途はなかった。か くして,限 られた経費を有効に生かし,国庫補助を誘い出す方法 とし
て,都部 ・農山村地域においては組合立中学校の設立気運が高まった。 ことに,予 想以上に
深刻な校舎不足の実態がようや く財政当局にも認められ,'48年度予算 として一挙に50億円余
の建築費補助費が計上 されたことか ら,この傾向は一層促進された。しかしなが ら,組合構
成町村の組み合わせ,経 費の分担,統 合の校舎の新築位置 をめ ぐる関係町村の利害対立を初
め,地勢 ・人 口分布等阻害要因が複雑にか らみあい,結 局,進 捗状況において地域差を生み
だす ことになった。比較的多く組合立中学校の設立を見た府県では,それを容易にする歴史
的(組 合立学校経営の実績等),自然的条件や人口分布上の基盤が あったことに 加えて,府




をふまえて,引 きつづ き,郡部へ対策の照準をあわせた必然的帰結であった。 もっとも構想
その ものは既に天野氏が学務課長時代に練 られ,軍 政部の 承認を 得ていたが,当 面の 課題
(転用)を 優先せざるを得なかったため,具体化が留保 きれていた。その後,教育部長に昇
任した天野氏は,懸案の実現に熱意を傾け,自 ら陣頭に立ち,い くつもの督励班を関係町村
に派遣し,教育部の組織をあげてこれに取 り紐んだ。同年11月27日発せ られた 教育長 通達
「新制中学校統合整備方針」には,組 合立中学校設立の意義(施 設設備の充実,教 育の向上,
土地資材の節約,教 員配置の有効性,生徒の交友関係の広が り)の外,一 校当り人口規模1
万人,1学 校生徒数600人(9～15学級,標準12学級),通学距離最大8k皿等,設 置上の依拠基
準が示された11)。軍政部は,前記校舎転用の場合と異な り,普段前面に出ることはな く,府
教育部による関係町村への指導を側面か ら支援す る姿勢を保っだが,当 事者間の利害が鋭 く
対立し膠着状態に陥った場合に行使 された指導 ・勧告は大 きな威力をもち,解決への鍵 とな
ることが少なくなかった。京都においては,被戦災地域 として校舎新築補助金の交付の枠が


























































































































































































































































































































新制中学校への校舎転用 と密接にか らんで懸案 となったのは,「三原則」による新制 高 校
の再編成の問題であった。1948(昭和23)年4月か らの新発足をひかえ,各府県では関係者に
よる設置準備委員会等を設置して対策を練っていナこが,「概ね,従 来の 中等学校を無理な く
移行」させるとの文部省の方針('47.9.5発学375「新学制の実施について」)に即 して,一部
の極端 に施設設備,陣 容が劣るものを除 き,一律に新制高等学校として移行 ・発足せしめる
方向で準備が進め られていた。一方で,文 部省は,交通の便や経済負担の事情によって教育
の機会均等が損なわれることを防止するためには,早晩,総 合制,男 女共学制に基 く高校再
配置計画 を地域単位で樹立することの必要性を強調していた('47.12.27「新制高等学校実施
の手引」発学534)。このような,将 来計画を掲げなが ら,文部省が新制度の発足 と同時に全
国一斉にその具体化を期して,指 導性を発揮で きなかった背景には,単 に,旧制中等学校の
伝統や慣行に執着する関係者や新制中学校の準備に忙殺きれる地方教育行政当局者に対す る
配慮があったに止 らず,よ り根本的には,大蔵省 ・ESSによって 新学制の実施 と引きかえ
に譲歩せしめられた厳 しい経費支出上の制約があったか らに外ならない。 このため,結果的
に,暫定措置 として移行した新制高等学校を新しい理念に即して再編成する時期 ・手順につ
いては各都道府県教育当局に委ね られることにな り,財政事情をはじめ,学校間の利害,同
窓生や住民感情にか らむ難題に気おくれし,そ れへの取 り組みを先 にのばそ うとする当局を
鼓舞 ・督励する存在 として,あ るいは,利害関係の調停や見切 り発車の切 り札として各府県
軍政部の働 きかけが,そ の帰趨に大 きな影響を及ぼし,府 県問の実施上の差異を生ぜしめる
要因 となった。
第一軍団軍政部教育課長アンダーソンは,高 等学校設置計画の最 も重要な指針である発学
534号の 趣旨が,当 然,発 足 と同時に制度上忠実に具体化されるべ きである,と とらえ,管
下,各 府県軍政部教育課を通じて日本側地方当局への指導を行な う準備を進めていた。'48年
早々,高 等学校教育 に関する研究業績 と実践経験をもつマクレラン(McClellan,(}H.)博






学校に対す る優先的便宜供与 に格段に配慮して進められるべ きであること,第二に,高 等学
16
校を教育の機会均等の観点から整備するため,既 存の中等諸学校の枠を越えて湾配置を期す
ること,の二点であったが,い ずれ も,以前に文部省か ら出きれた通牒の趣旨に即し,何 ら
目新しい ものではなく,ただ,そ れを極めて厳格に適用し徹底を期そうとしたに外ならなか
った。マクレランは,こ れ らの目的に近接するアこめの具体的指標 として統廃合による学校数
の大幅な削減を指導した。旧制中等学校を半数に近い数値に至るまで統廃合して新制高等学
校を発足せしめることによって,結 果的に,個 々の学校が もっていた伝統や歴史か ら解放せ
しめ,新 らしい校風の形成を容易にすることがで きる外,新 制中学校への校舎転用を促進す
ることができる,との見通しに基づいていた。
マ クレラン教育官らの熱心な指導 によって,石 川,福 井,三 重,滋 賀,和 歌山,大 分,宮
崎の各県が,新 発足の時点('48年4月)で大規模な統廃合を達成し,そ の他の府県で も,近





らなかった。 もちろん,軍 政部関係者はそれを当然のこととして期待し,強力な指導 ・督促
を繰 り返しナこ。他府県におけると同様,軍 政部 自ら具体案を示して実施を迫った。しかし,
その執拗な働 きかけも,計画の吟味 と啓蒙が十分できないままでの,性急な実施は,折角の
理念 ・制度の定着に禍根を残しかねない,と憂慮する天野教育部長を動かしあ ぐねた。軍政




育改革に一途に取 り組む同氏の真摯な姿勢に,軍 政部係官 も一目を置かざるを得なか っナこ13)。
結局,京 都府教育部が,校 長会,教 組の委員会がそれぞれ作成した案を土台に,実施計画案
を起草 し,府教育委員会(知 事の諮問機関)へ の諮問を経て実施に至っだのは,新制高校発
足後7ケ 月経過しアこ10月31日のことであった。
このように,京 都の場合,高 等学校の統廃合を行なうにあナこって,校舎転用 と高校再編成
が半年余の時間的懸隔を保って行 なわれたが,結 果的に,こ のことが,両 者の徹底を期す上
できわめて有効に作用 したといえる。つまり,府県によっては,当局が往々,旧 制申等学校
(新制高校)の 校数削減を要求する軍政部と,廃校に反対する該当校 との板ばさみにあって,
名目統合(校 名を1つ とす るが第二校舎,第三校舎として旧校を残存せしめる)を安易に採


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































・参考1は 公立高等学校における週五日制の実施率(1949年10月現在)で あ り,:文部省 「公立







































































































































理念 とされナこ「三原則」の基盤その ものが脆弱で,旧 態回帰を必然化せしめる要因を内包せ
しめることになったか らである。換言すれば,各府県における 「三原則」の実施状況は,統
廃合の程度(名 目上の学校数減)に ほぼ相応す る(表8参 照)が,「 三原則」の基盤は,校
舎転用の度合(実 質的な学校数減)に よって少なか らず規定 されていた(表9参 照)と 見る
ことができる。軍政部が,こ の事実関係を見落 とし,専 ら統廃合の名目的数値を拠 として日
本側関係者 と対応しがちであったところに,指導上の甘 さがあるとともに,そ の限界をも意
味するものであった。
4.教 員給与費をめぐる知事 との軋礫
1949(昭和24)年度当初予算は,天野氏が教育長 として初めて采配をふるい,そ の経験 と
教育計画に基づいて 「自信をもって」編成 した予算であった。教育長提案の予算原案は,教
育委員会の支持を得,当 時府財政がまた比較的好調だっアこ事情に支えられて,議 会を無修正
で通過し,「もっともゆたかな……理想的な」教育予算を得 ることができだ。 然るに,同 当
初予算は,執行に重大な障害が生じ,それへの対応 をめ ぐり,一転して知事 との深刻な軋礫
が生じる事態 となった。




り公示し(「同法施行令」),さらに追いかけるよ うは6月29日,より きびしい 算定基準を示
し,各 都道府県に教員定員の削減 と人件費の節減を求めてきたことにあっだ。





をへて府県単位の統合組織を確立し,そ れを背景 に知事 との間に労働協約の締結を終えてい
た各都道府県教組は(表10参照),ス ト権をかざした団体交渉を通じて 給与の 引き上げ,男
女教員の給与差撤廃,定 数増による勤務負担の軽減等を要求し,着実な成果をあげていたか
らである。マ ッカーサー書簡に基 く政令201号('48。7.31)によって,対知事折衝の有力な手段
を奪われナこ府県教組は,折か ら新発足準備中の教育委員会を通じて引 きつづ き諸要求の実現




















































































































































































































































































































































































































































(参)日本 教 育 会 解 散
('48.8.5)
(注)・統合組織結成状況,労 働協約締結状況については,各 都道府県教組提供の資料によ り作成しナこ。
(連)は連合休(協)は 協議体,無 印は単一体を示す。 〔 〕は労働協約締結月日。
・教育会解散 ・改組状況については,文部省調査局 『教育要覧』1948年版 所収の資料を基礎に,
各都道府県教組関係資料および教育会関係資料により補足,補 正して作成した。
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(注)・読売新聞'48年10月8日付記事掲載の統計を基礎 とし,朝日新聞,毎 日新聞,日 教組教育新聞,
教育委員会月報(文 部省)お よび各都道府県資料により補足,補 正して作成しナこ。


















教育委員会が,教 組の要求を入れて,給 与水準を大阪並みに維持するよ う決議 をするに際






が きびしく問われ ることになった。知事側は,両 議会に,法定通りの給与額に見 う額を計上




て知事案に教育委員会案を附記せしめる 「二案提出権」を明記していにが,と か く,知事側
が権限侵害を杞憂 し行使を意識的に回避し,あ るいは,そ れを当初予算に限定す る解釈をと
る等,消極姿勢が目立ち,事 実上の意見対立はあって も58条による形式をふんで具体化する








































































































「岐阜県議会(定例)会 議録』昭和24年度 第2回 第4号,第4回 第1～3号,第6回 第1号














支持して修正動議を可決,さ らに,そ の結果を不服 として直後に出された知事による再議要
求 も:全会一致でしりぞけた15)。
知事 と教育委員会が予算編成過程で意見が対立し,議 会にその解決が委ね られだ例は,教
育委員会制度発足当初において,京 都の外数県で認められる(表12)が,その結末の多 くは,知








た釈明と協力依頼のたえ間ざる働 きかけが,そ の帰趨に少なか らさる影響を もたらしたとい
える16)。






け,鳥飼 ・京都大総長,知 事および教育長のみか関知する極秘事項であるとの前置 きの上,
府下の公立学校の教員全員について,(1洪産党員(2)ンンパ(3)容共分子 の数,氏 名を至






た。「斯かる調査 を精確に,し か も極秘裡に行 うことは至難であり引受けられぬ」 との,天
野教育長の申し入れ も,GHQの 指示によるものであり,無理で もや らねばならぬ,と しり
ぞけられた。指定の期限までわずかに4日 間の余裕しかなかっだ。それでも可能な限 りの調
査 を進めた結果,小 ・中 ・高については,10名(〔1)該当者),21名((2)該当者),27名(〔3)該
当者)の 数値が出たが,(1)該当者はともか く,(2},(3骸当者の定義があいまいで,教 育長自
身 「確信が もてなかった」ので,結 局〔2),〔3}該当者を中心に半数に圧縮して32名((1)9名,
(2)10名,(3)13名)と報告した。
9月に入ると間 もなく,文部省か ら親展至急電報により9月8日 に文部大臣官邸に参集方
連絡があり,当日,西日本各府県の教育長に対 し(東 日本は前日),文相(高 瀬荘太郎)を 初
め,文部省局 ・課長等か ら 〔1},先般実施の調査結果に基 き,該当教員の免職を8月末か ら
一斉に実施する。(21,同措置は,GHQの 口頭指示によるもので指令ではないが,そ れに準
じて取 り扱い,法 令改正は行なわず,平 常事務(国 公法,教 基法違反等)と して行な う。(3),
排除に影響をきたすことをさけるため,軍政部(民 事部),教育委員会への通告,提 案は,
準備完了後,処 分実施直前 とする。(4),処分遂行にあた り国警,CIC-CCD(GHQ,G豆傘
下の対敵防謀部隊 ・民間検閲分隊)の 協力を求める,等 の具体的指示がなされた。




おいて全国の上位に属したが,当 時,報 道機関が抵触者として試算 ・計出した数値に対する







とっだ8)。ただ,い ずれ も組合活動が,特定の政党と密接に結びつ くことによる自律性の欠
如,先 鋭化 と官僚的体質に見 られる組織 ・運営の非民主的性格を憂慮し,問題視していたこ
とは明 らかであった。
第一軍団軍政部の基本姿勢に支えられて教組の政治的活動に寛大な姿勢を保ちつづけた西





































































































































































































































































































が発した教基法第8条 の解釈に関する通達(6.11,6.20)および群馬,山 形,長 野をはじめ
東 日本を中心とする多くの都道県が発 しすこ学校における政治活動規制に関する通達類(6～
9月)に示されるに至る内容を既に,そ の申に含む ものであった。
天野教育長は,つ ねつね,教 組の組織 と活動が,新 学制の推進に貢献し,教職員の社会的
経済的地位の向上に寄与したことを認め,と くに,教育予算の獲得において教育行政当局に
大 きな助力 となったことをきわめて高 く評価していた。しかし,一方で政治勢力 としての力
の行使の仕方いかんによっては大 きなマイナスになりかねないことを心配し,ま た,組 合指
導者の前近代的な,知 性を欠 く独善的運営方針や一般組合員の主体性のなさに強い危惧の念
をいだいていだ。京都の教員整理が比較的平穏に実施 され20),他府県に見 られだよ うな大 き
な混乱やのちのちまでぬ ぐいようのないしこりが残ることのなかった:のは,日 頃か ら,教組
活動に対し温情 と厳正さをもって接し・ていた天野教育長の基本姿勢に由来するところが大で
あっアこといえる。
6.退 任 の背 景
1953(昭和28)年3月,天野氏は京都府教育長を辞し,大阪大学文学部教育心理学講座の教
授 として8年 ぶりに教育 ・研究生活に もどった。1か 月後の日記に,氏 は,「毎日自動車で
通勤し自動車で動いていたのがすべて電車またはバスを利用しなければならないことになっ
たのだか ら,なかなか容易なことではない。しかし,電車で動いて見て初めて距離の釣合い
も,交通上の他人の苦労 もわか るとい うものである」と述懐した後,一 日も早 く,8年間で
身にしみた 「行政官の嗅気」を追い払わなければならない,と記 した。天野教育長の退任に
あナこり,教育委員をはじめ,教育庁関係者が こぞって留任運動にのりだし,天野氏の最 も尊
敬する安倍能成氏 らを動かして思い止 らせよ うと画策 した。しか し,天野氏は,自 己の行動
パ ターンが,知 らず知 らずのうちに定型化 されて行 くことを自覚し,強 く固辞 した。それが,
「行政官の嗅気」であった。
教育行政官 としての天野氏は,柔軟性 と堅実性をたくみに使いわけ,譲 歩の瞬間に,失点
挽回の具体策に思いをめ ぐらし,適確に判断を下し一定の成果 をあげる対処方法にす ぐれた
力量を発揮しだ。しかし,これは,絶対的権力を握 る軍政部,組 織力を背景に強力な要求を





もちろん,天 野氏の辞意は,単 に宮僚的性癖か らの回避のみに出たものではなかった。前
記,教 員整理の経緯に顕著に見 られたようにGHQは,政 策浸透の効率化を企図して中央









限 らず,む しろ軍政部への配慮に由来する ものであったから,そ の消滅とともに,強圧性が
露骨に現われ始めたのも自然の成 り行 きであった。 さらに,政 党と密接に結びつ き,選挙を
通じて知事との関係を強めた教組が,政 治的圧力を以前に増 して発揮し始めた。合理的な教
育行政の確立を期し,GHQ,軍政部,知 事,教 育委員会,教 組等 と一定の距離をおいて采配
をふるって きた天野氏に とって,諸 情勢の変化はあま りに も激しく,引つづ き職責を全 うす
る見通しがつきかねだ。
もし,教育委員会が外部諸勢力 との調整に力を発揮し,教 育長の立場を擁護し,か つ,そ
の専門的指導性を尊重する仕組 と慣行を確立していたならば,ま た,同 時に,政府,政 党,
知事等が,政 治的手段,利 便 としてではなく,文化伝達 と人聞性顕視のアこめの永遠の営みで
あるが故に,教 育を尊重,重 視する姿勢を保ち得たならば,天野氏の教育行政官としての活
躍は,な お継続されたか も知れない。天野氏の,学 務課長,教 育部長,教 育長 としての足跡
は,教 育者であり行政官である立場を職務遂行に発揮せしむることが出来 るような教育行政











(f)大阪大学人間科学部教育制度学研究室 『戦後教育資料 談話 シリーズ』京都 ・天野利武氏編1979
年9月13日収録,テ ープ番号7907)
教育長 天野利武論 33
(9)『天野利武氏関係交書 『(日記 ・メモ・執務記録 ・行政記録 ・書簡 ・著書 ・論文 ・辞令等)〔天野
家所蔵〕
本稿において,地 方軍政部の組織 ・機能,教 育行政一般,京 都および他府県における教育改革の進捗
状況等,背 景に係る部分については,近 く刊行予定の拙著 『戦後地方教育制度 成立過程の研究』(風間
書房)に詳細にふれているので,重複をさけるため最少限の記述に止め,出典についても同様 とした。
1)学 務課長就任の打診は,'46年夏頃か ら始め られたが天野氏は態度を保留し,結局10月宋,安 倍氏の
関西来訪を待ち,その助言を得て決意し,受諾の回答をしている。その半年程前の2月15日,天野









3)た とえば,和 歌山県教育部長(の ちに教育長)に就任した村上五郎(旧 制中学校長)は,そ のいき
さつを回想し 「公選知事が政治的地位を高めるために,一般の支持を受けて いる人を(教育部長
に)選 び,県政を分ちあお うとしナこためと思 う」(同氏メモ)とのべている。
同部長の選考経緯には,県教組との友好的関係を期そうとする知事の配慮が大 きくはた らいたと
いわれる(『和歌山日々新聞」'48.3.2付)。









教育長 8人 23人 8人 1人

























16)天野教育長は3月議会開会の直前に過労か ら肺炎をを併発し入院し,病 床か ら予算折衝を指揮して
いるが,既 にその時点で必要な準備,対 策を終えていたものと見られ 「勝てるという自信」を日記
に記している。
17)処分発令のお くれの原因は,国家公務員法に基 き公務員の政治活動を規制した 人事院規則の制定
(9月19日)や各府県毎に 「教員整理基準」の準備が進められたためと見られる。

















実に適格にとらえている。 「駈けひ きのメドをどのあたりに置 くかを瞬時に判断される勘にまこと
に傑出していた。時には先生弱腰だなと思 うこともあったが,そ の後の粘 り腰でタフな接衝の結果,
一定のまずまずという程度の落ちつきになるのを目のあたりにして…嘆息することが多かった。そ














本稿の作成にあた り,博士の残 された日記,手 帳,覚 え書,執 務メモ等諸記録の閲覧,撮影を快 く許
諾され,長期間にわたる調査に協力をおしまれなかった雪江夫人をはじめ御遺族の方々に深 く感謝する。
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ASASUPERINTENDENTDR.AMANO'SWORKSIN
EDUCATIONALREFORMOFKYOTOPREFECTURE
INTHEEARLYYEARSAFTERTHEWORLDWARII.
AkiraABE
Dr.Amano,formerprofessorofKeijoImperialUnivers量tyinKoreaandRitsumei-
KanUniversityinKyotocity,hadbeenworkingaschiefofficerofeducation(1946-
1948)andsuperintendentofBoardofEducat量o且(1948-1953)atKyotoprefecturaloffice.
Duringthosedays,hismainandmostimpressiveresu正tswerethefollowing;
1.Thediversionofthebu三ldingsofmiddlegradeschoolstonewcompUlsoryschools.
2.Thereformofseniorh玉ghschoolsfollowingAmericansystem(co-educati6n,
comprehensivecurriculum,oneschool-oned量strict).
3.Theconflictw玉thgovernorforgettingmoreeducationalexpenses.
4.Theexclusionofcommunistsandsympathizersfrompubli.cschools.
FordemocratizationofeducationalorganlzationDr.AmanocooperatedwithMillitary
Government-especiallywitheducationaloff玉cers;R.S.Anderson(Icorps),G.H.
McClellan(Icorps),E.R.Cades(KyotoM.G.Team)一,MinistoryofEducation,
GovernorofKyotoPrefecture,MayorsofCitiesorTowns,HeadmenofVillages,
TeachersUnion,Assoc玉ationof.Principals,BoardofEducaionandsoon.Healways
皿adeeverypossibleeffortforhiswork,buthewasoftendiscouragedwiththeir
egoistical,self-flattillgornarrow-mindeddoings,whichhadbeeninvitedbynon-
respectabouteducat童onalprinc三ples;PerpetuityandIndependence.
